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就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

国内の企業においてテレワークで働く障害者の現状に関する研究 

 

研究代表者 山口 明日香  高松大学・発達科学部学部 

【研究要旨】 
 本研究では，新型コロナ禍に伴う社会変化の中で，企業で働いている障害者の働き方の実態とテレワークによ

る勤務の現状を把握するために，全国の 1100 社の企業を対象にオンライン調査を実施した。結果，コロナ禍によ

って，それまで障害者雇用で雇用されていた従業員がテレワークで勤務している実態があることが確認された。ま

たテレワーク勤務している者の従事する業務としては，資料作成・文書作成に係る業務（15.9％）が最も多く，

事務に関連する軽作業，経理・会計に係る業務，ローデーター入力及び修正に係る業務，営業支援やスケジ

ュール調整に係る業務などが高い割合を占めていた。またシステム開発・ソフト開発やプログラミングや AI

関連データ処理・データベース作成に関わる業務などデータワーク産業に関連する業務も一定数あることが

明らかになった。 

 

 
A.研究目的 

テレワークは新型コロナウィルス禍（コ

ロナ禍）によって、社会機能維持として推

奨され、その実効性が実証されたと共に新

たな課題とその可能性が認識されている。

障害のある当事者及び企業ともに働き方の

１つとしてテレワークによる就労に高い期

待があることが報告されている（小林，

2021）。障害者のテレワークによる就労の

実現で解決できる課題には、災害時の社会

機能の維持、労働者の多様なニーズへの対

応、業務の効率化、通勤等の課題解決、環

境の負担軽減など多岐にわたる。コロナ禍

以前から、地方は公共交通機関の衰退や過

疎化の影響から、通勤困難により障害者の

就労の場が確保できない現象が顕在化して

いる。一方で Society5.0 を迎え、AI を支

えるデータワーク産業の深刻な人材不足の

解決の方策の１つとして就労系障害福祉サ

ービス事業所(以下、事業所)でこの領域に

特化した人材育成に着手した実践が報告さ

れてきている（パーソルチャレンジド，

2021；梅木，2021）。  

障害者雇用に特化した求人サイト duda

に掲載された 2021 年 10 月テレワーク求人

数は，2020 年 10 月比で約 3.2 倍となって

おり，応募数も約 1.9 倍となっている(パ

ーソル，2022)現状が明らかになってい

る。 

テレワークによる就労支援において全国

の事業所のノウハウや実践知の蓄積を形式

知としてこれからテレワークによる就労へ

着手する事業所と共有することは、様々な

地域で多様な就労支援ニーズに事業所が適

切に対応できるかの鍵となる。障害者雇用

において、ICT を活用したテレワークによる

就労は、新たな職域拡大であり、時代変化に

事業所や支援者がどう対応できるか、その

課題解決方策の共有と普及啓発が重要であ

る。在宅就労支援として実績のある重度身

体障害者の支援方法に加え、特に増加して

いる発達障害者や精神障害者等の支援方法

を構築し、事業所に対して、テレワークによ

る就労を実現するための支援マニュアルの

普及を図ることは、当事者の多様な就労ニ
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ーズに応えるための喫緊の課題となる。本

報告では，企業で雇用されているテレワー

クで働く障害者の実態と就労系障害福祉サ

ービス事業所の支援実態に関して調査した

結果を報告する。 

B.研究方法 

Ⅰ．企業で働く障害者のテレワーク勤務の実

態に関する調査 

１．対象者：2021 年 3 月時点の特例子会社

580 社(以下，特例子会社)、求人情報サイト

で「障害者雇用、在宅のキーワード」を検索

し 2021 年 11 月末日時点で求人を出してい

た 280 社(以下，一般企業)、2020 年の障害

者雇用率の上位 250 社(以下，雇用率企業)

の計 1100 社を対象とした。 

２．調査時期：2021 年 12 月 28 日から 2022

年 3 月 11 日とした。郵送法にて依頼文を送

付し，オンラインによって回答を依頼した。 

３．調査内容：2021 年 12 月時点に企業で雇

用されている障害のある従業員のテレワー

クによる勤務の実態に関する項目を設定し

た。具体的な調査項目は添付資料参照のこ

と。 

4．倫理配慮について 

なお本調査の倫理審査については，高松

大学研究倫理審査(高大研倫審 003)の承認

を経て実施した。 

５．分析方法 

 各設問に単純集計を行い、その回答割合

を算出した。 

C.研究結果 

Ⅰ企業で働く障害者のテレワーク勤務の実

態 

１．基礎データ  

 特例子会社 128 社，一般企業 32 社，雇用

率企業 24 社の計 184 社より回答があり，回

収率は 16.7％であった。 

 回答した会社の最も多い設立年数の回答

は１０年以上２０年未満であった（25.0％）。

次いで設立から5年以上10年未満が19.0％

多く，設立から 5年未満が 15.8％であった。

ただし，一般企業と雇用率企業については，

設立から 30 年以上と 50 年以上が最も多い

傾向があり，その会社によって異なる傾向

がみられた。 

 

 回答した会社の主たる事業分野は，サー

ビス業が 35.0％で最も多く，次いでその他，

情報通信業，製造業が多い割合を占めてい

た。 

 

 

 回答した会社 181 社に雇用されている障

害者の総数は，11364 名であり，1 社あたり

の平均雇用人数は 64.8 名（ＳＤ=113.8）で

あった。 

Q 企業の設立年数 特例 一般 雇用率250 全体 割合

設立から5年未満 26 3 0 29 15.8%
設立から5年以上10年未満 29 6 0 35 19.0%
設立から10年以上20年未満 40 6 0 46 25.0%
設立から20年以上30年未満 21 0 1 22 12.0%
設立から30年以上40年未満 8 7 1 16 8.7%
設立から40年以上50年未満 4 2 4 10 5.4%
設立から50年以上 0 7 17 24 13.0%
回答しない 0 1 1 2 1.1%

128 32 24 184

表 1 回答者の設立年数 

図 1 主たる事業分野 

表２ 回答した会社の雇用者数 
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２．障害者雇用のテレワーク実施状況 

 回答者のテレワーク実施状況は，42.4％

が実施していた。以前実施していた会社は

6.5％あった。テレワーク実施期間は，開始

から２年以内が最も多い回答になっていた。

またテレワーク開始の動機としては，「新型

コロナ禍の感染拡大防止のため」が 32.3％

で最も多い動機であり，次いで「通勤困難な

勤務者への負担軽減のため」，「障害のある

従業員の特性や労働環境の改善のため」が

多い割合を占めていた。 

 

 
 

 
３．テレワーク勤務で取り扱っている業務の

傾向 

 回答者の中で最も多く取り扱われていた

業務は「資料作成・文書作成に係る業務

（15.9％）」であり，その他に取り扱ってい

る割合の多い業務では，「事務に関連する軽

作業にあたる業務（9.8％）」「経理・会計に

係る業務（7.9％）」，「ローデーター入力及び

修正に係る業務（7.0％）」「営業支援やスケ

ジュール調整に係る業務（6.1％）」が高い割

合を示していた。 

 

 

 

４．テレワーク勤務している者の採用の経緯 

それぞれの回答群の中で最も多い採用の

経緯は，「以前から雇用していた従業員がテ

レワークになった（64.5％）」であった。 

 

障害者雇用されている人数 総数

総雇用者数 11364

回答会社数 181

1社あたりの平均雇用人数 64.8

SD 113.8

総数 割合

実施している。 78 42.4%

実施していない。 92 50.0%

現時点では実施していないが

実施を検討している。
2 1.1%

以前実施していたが，現在は実

施していない。
12 6.5%

その他 (具体的に) 0 0.0%

184

総数 割合

新型コロナ禍の感染拡大防止

のため
43 32.3%

通勤困難な勤務者への負担軽

減のため
28 21.1%

多様な人材の確保のため 14 10.5%

業務効率の向上のため 8 6.0%

障害のある従業員の特性や労

働環境の改善のため
22 16.5%

従業員からテレワークによる勤

務の希望があったため
10 7.5%

その他 (具体的に) 8 6.0%

回答者数（全数＝63） （複数回答）

総数 割合

経理・会計に係る業務 17 7.9%

給与支給・精算事務に係る業務 12 5.6%

動画・映像・音楽データの加工修正に係る業務 7 3.3%

CAD等設計図作成に係る業務 7 3.3%

Web開発・Webコンテンツ作成に係る業務 9 4.2%

ホームページの保守管理・検査に係る業務 10 4.7%

SNS等を用いた広報に係る業務 3 1.4%

イラスト・印刷物作成に係る業務 9 4.2%

情報照会や与信管理に係る業務 7 3.3%

営業支援やスケジュール調整に係る業務 13 6.1%

顧客対応や問い合わせ対応に係る業務 8 3.7%

資料作成・文書作成に係る業務 34 15.9%

事務に関連する軽作業当たる業務 21 9.8%

ローデータ入力及び修正に係る業務 15 7.0%

AI関連のデータ処理・データベース作成に係る業務 5 2.3%

在庫管理・出入庫管理に係る業務 3 1.4%

研修・教育に係る業務 5 2.3%

ネットワーク・サーバーシステムの管理・監督に係る業務 8 3.7%

システム開発・ソフト開発・プログラミングに係る業務 12 5.6%

機械・端末等の遠隔操作に係る業務 1 0.5%

その他 8 3.7%

回答者総数＝63 （複数回答）

表３ テレワーク勤務の実施状況 

表４ テレワーク勤務導入の動機 

表５ 取り扱っている業務 
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５．企業が障害者支援機関に求めること 

 それぞれの回答群の中で最も多く障害者

支援機関に求めていることは，「障がい者

へのPC等や作業スキルの向上を促す訓練の

充実」であった。 

 

 
 

D.考察 

 本研究の結果から回答者の約 48.9％の企

業は，障害者雇用をしている従業員のテレ

ワーク勤務の実施をしている又は実施の経

験がある企業であった。 

企業で働く障害者のテレワーク勤務の実

態として，既に障害者雇用で勤務していた

障害者がテレワーク勤務に至る事例が多い

傾向であることが伺えた。実際にテレワー

ク勤務に至る動機では，「新型コロナ感染症

への感染拡大防止」を導入動機とする回答

が最も多く，導入期間も２年以内が最も多

い結果であることが明らかになった。これ

は，新型コロナ感染拡大によって，感染拡大

防止を目的とする企業判断の中でテレワー

ク勤務に至っている事例が多い現状がある

ことが伺えた。またこの理由に加えて障害

のある従業員の通勤負担の軽減という視点

や多様な人材の確保といった視点でも導入

に至っていることが明らかになった。 
 実際にテレワーク勤務している業務とし

ては，資料作成・文書作成に係る業務

（15.9％）が最も多く，事務に関連する軽作

業，経理・会計に係る業務，ローデーター入

力及び修正に係る業務，営業支援やスケジ

ュール調整に係る業務などが高い割合を占

めていた。またシステム開発・ソフト開発や

プログラミングや AI 関連データ処理・デー

タベース作成に関わる業務などデータワー

ク産業に関連する業務も一定数を占めてお

り，梅木（2021）も提言するように障害のあ

る者の働き方としてデータワーク産業に従

事する事例もあることが確認された。 

 また障害者支援機関にテレワーク勤務し

ている企業が求める事柄としては，当事者

の PC 等や作業スキルの向上や，コミュニケ

ーション力の向上，当事者の障害特性を踏

まえた自分自身の工夫と周囲の配慮バラン

スを見つけるための訓練といった内容が求

められていることが明らかになり，企業で

活躍できる障害者の職業訓練の取り組みの

視点について示唆を得ることができた。 

  

E.結論 

本研究の結果，企業における障害者のテ

レワーク勤務の実態と支援機関に求めてい

ることとして，障害のある者への PC 等の

ICT 端末等を用いた作業スキルの向上があ

回答数 割合

以前から雇用していた従業員がテレワークになった。 40 64.5%

テレワーク勤務を前提として新たに障害者雇用の求

人を出して採用されたものが従事している。
8 12.9%

以前から雇用していた者がテレワークになったこと

に加えて，新たに求人を出して雇用された者もいる。
6 9.7%

いずれにも該当しない 6 9.7%

その他 (具体的に) 2 3.2%

回答数 割合

障がい者へのPC等や作業スキルの向上を促す訓

練の充実
42 31.3%

障がい者へのテレワーク勤務を円滑にするコミュニ

ケーション力の育成
29 21.6%

障がい者の自身の障害特性を踏まえた自身の工夫

と周囲の配慮とのバランスを見つけるための訓練

の充実

30 22.4%

障がい者のテレワーク勤務におけるジョブコーチ

（職場適応援助者）による専門的な支援の提供
13 9.7%

障がい者のテレワーク勤務を円滑にするための支

援のポイントについての研修の提供
13 9.7%

その他 7 5.2%

（複数回答）

表６ テレワーク勤務者の採用経緯 

表７ 障害者支援機関に求めること 
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ることが明らかになった。 

  
F．健康危険情報 

該当なし 

G.研究発表 
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 該当なし 

２．学会発表 
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